









　スライド 3 を見ていただけますでしょうか。2015 年の GDP 成長率が 6.28 でございます。この数字
は 2010 年以降において最も高い経済成長率になることが見込まれております。特に 2015 年第２四半
期は 6.44％の成長となりまして、第１四半期の 6.08％よりさらに高くなっております。国際的な調査会
社であるブルームバーグによりますと、この GDP 成長率はインドの 7.5％、中国の 6.8％に次いで世界
で３番目に高い経済成長率ということになっております。特にいちばん下のコラムの工業品の製造加
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　スライド 5 を見ていただけますでしょうか。サービスセクターが GDP に占める割合が 47.63％と最
大となっております。建設は 2015 年で 43.65％、農業が 8.72％であります。サービスセクターは 2013
年以降も依然として高い比率を占めており、さらに伸びていることがおわかりいただけるかと思いま
す。一方、農業セクターが GDP に占める割合は最も低く、2013 年には 18.38％ありましたが、2015 年
には 8.72％になってきております。農業がだんだんと主要な産業ではなくなってきたということを示し
ております。
　スライド 6 を見ていただけますでしょうか。製造業は GDP 成長全体の 52％を占めておりますが、製
造業に占める中身は何かといいますと組立加工です。例えば自動車の組立の成長率が 57％、携帯電話








　では 2014 年の外国からの投資の状況をサマリーしたいと思います。2014 年に外国から投資された投
資件数は 1,588 件で、件数ベースでは 24.5％の増加ということでございます。これを投資金額ベースで




いのが韓国からの投資で 39.2％、続いて香港の 17.9％、シンガポールは 14.28％、そして日本は残念な
がら 7.7％にとどまっております。そして台湾の 3.3％が続きます。どういう地域に進出しているかと申
















ます。そして軽工業品が 38.6％、農林水産品が 11.9％です。水産品が 5.2％です。



















　金融財政について 2014 年を振り返ってみたいと思います。2014 年、金利は 1.5％～ 2.0％低下してい
ます。融資総額は 2013 年に比べて１年間で 12.6％伸びましたが、2014 年末の不良債権率は減少して
おります。また、2014 年末の通貨交換レートはドンのほうが強くなっているという状況にあります。
2014 年の消費者物価の伸びは 4.09％でして、これは過去 10 年間のうちで比較的低い伸びにとどまって
おります。
　サービスセクターにおいては、2006 年から 2010 年まで 7.64％と非常に高い伸びを達成いたしました。
2011 から 2014 年までを見ますとこれが 6.14％の伸びとなっております。2014 年の最初の６カ月にお
けるサービス業の伸びは 7.1％でしたが、2015 年の同時期の伸びは 5.9％ですので、7.1％から 5.9％に減
少したということになります。全体経済の伸びがスローダウンしている影響によるものかと思います。








あまり伸びておりません。例えば不動産開発が 2.27％の伸びで、これは昨年の同時期である 2014 年前
半の 2.51％よりもさらに低くなっております。そして食品の配送業（catering）が 2.9％、物流（cargo 









2.36％の伸びを示していると申し上げましたが、2006 年から 2010 年までの伸びは 3.52％、2011 年から
2014 年までが 2.94％、そして 2014 年の最初の６カ月も 2.9％でしたので、最も低い伸び率になってい
ます。また、農業・水産業の GDP への寄与率に関しても 2006 年から 2010 年までは 8.7％、2011 年か
ら 2014 年は 9.7％でしたが、2015 年の最初の６カ月は最も低く 6.7％でした。
　農業、水産業を合わせた GDP への寄与が低いのはなぜかと申しますと、この分野で最も多い 75％を
占めている農業の伸びがわずか 1.9％と低い伸びにとどまったからです。また、農産物の加工を含まない
農業そのもののようですが、この Cultivation の伸びが 1.08％で、昨年同期では 2.8％の伸びだったものが
さらに低くなっています。この Cultivation が農業セクターに占める割合が 50.7％と非常に高いためにこ
こが低い伸びにとどまり、農業全体の成長率を低く押しとどめてしまったということになります。
　では、GDP のインプット（投入要因）について分析をしたいと思います。まず、スライド 15 につ
いて説明いたします。いちばん上は GDP でこれはおわかりになると思います。２段目は労働投入量
の増加を表しています。2006 年から 2010 年は 2.7％、2013 年は 1.51％、2014 年は 1.56％、2011 年か
ら 2014 年のトータルでは 1.7％労働投入が増えています。その次は資本投入の伸びです。2006 年から
2014 年は 23.3％、2013 年は 14％、2014 年は 13％、2011 年から 2014 年の平均は 13.8％でした。
　マクロ経済の話になってしまいますが、GDP に対する資本の貢献度が上から４段目の「Contribution 
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rate from capital K」になります。資金の投入によって GDP を引っ張ってきたという割合ですが、こ
れが 2006 年から 2010 年が 83.8％、2013 年が 56.45％、2014 年が 47.91％、2011 年から 2014 年の平
均で 55.22％となっています。それから労働投入量の貢献度合いとしては、同じく 35.01％、21.94％、
20.34％、そして 2011 年から 2014 年までの平均が 24.39％になっています。
　最後は生産性の経済成長に対する貢献です。TFP（Total Factor of Productivity）は生産性です。
2006 年から 2010 年はマイナス 18.83％で、生産性はマイナスの貢献ということで生産性は劣化してい
ました。しかし 2013 年には 21.6％とプラスになりまして、生産性の向上によって GDP を引き上げた
ということになります。2014 年には 31.74％、2011 年から 2014 年の平均でみますと 20.38％になってお
りまして、生産性はかなり向上し、GDP に貢献するようになってきたということを表しています。
　GDP に寄与する第一は資本です。その次は労働、そして生産性となっています。2006 年から 2010








2015 年には 4.50％まで落ちてきています。その下の SME（中小企業）は現地の民間企業ということで
すが、この成長による GDP の成長率は 2012 年に 4.91％しかなかったものが、2015 年には 6.51％とだ
んだん伸びてきて貢献するようになってきております。次は外国企業による伸び率ですが、2012 年に
は 5.38％だったのが 2015 年には 8.4％となっておりまして、外国企業がベトナムの GDP を上げるのに
大きな貢献をしているということがわかります。
　その下で GDP 成長率の何割を稼いでいるかという貢献度を見てみたいと思います。SOE の貢献度は
2012 年に 35.61％だったのに対して 2015 年には 30.7％になっています。Private SME（民間の現地企業）
は 46.24％から、微増ですが 47.96％まで上がってきています。外国企業は 2012 年には 18.15％の構成比
率でしたが、2015 年には 21.25％になってきています。






















まず第１は、2014 年には 74,800 の企業が創業したということです。数字からいいますと、2013 年に比
べて 2.7％減少しております。新しくできた企業のうち 75.2％が art and entertainment（娯楽）の分野
に属するものでした。１企業の平均的な資本は 58 億ベトナムドンです。2014 年には新しくできたロー
カルの企業によって 1091 人の雇用が生まれました。また、企業の収入は 2013 年に比べて倍になって
います。1 万 5,416 社の企業がいったん倒産したあとに事業を再開しております。新しく設立された企
業は今年上半期で 4 万 5,406 社になっておりまして、これらの資本金総額は 282 兆 3,960 億ベトナムド
ンであります。このうち 8,507 社の企業が以前やめていた事業を再開しました。
　ここのポイントですが、資本金 100 億ベトナムドン以下の小さい企業の倒産割合が 25％と最も高い
ということです。これらのローカルの企業が新しい投資をしているかということを聞いたところ、ロー
カルの企業でも比較的規模の大きいところは新しく投資をしていると答えています。どの分野に投資




















また、先ほどのお話と同じになりますが、TPP や AEC といった経済連携のチャンスが目の前に広がっ
ています。そして市場経済の進展とともに無駄な組織をスリム化し、スリムな経営体制のもとでいい
人材を雇用することができるようになってきていますので、これもまたチャンスだといえます。
　最後は日本企業に求めることです。まずはすそ野産業（supporting industries）への進出、そして消
費者が求めるようになってきている高品質なサービスへの進出、高齢者介護への進出、環境にやさし
い農業への進出、そしてスーパーマーケット等リテール産業の近代化が進んでおりますので、この分
野への進出にもチャンスがあるのではないかというインプリケーションです。また、高い技術と製品・
機械をベトナムに輸出してはどうかということ、それから技術移転、ノウハウの移転も進めて、ジョ
イントベンチャーで展開してみてはどうでしょうかというインプリケーションです。
